外国人児童生徒受入並びに支援に関する研修会メモ
１．事例報告からみえた課題
＜受入れ体制＞

・支援チームを作る

　　　→教委、管理職、学年主任、担任、国際学級担任、保健室教員、外部支援者、

　　　→コーディネーター、学級の子どもたちが重要！
・学校の情報を保護者と子どもに知らせる

　　　→母語による情報提供

　　　　「外」から見てわかりにくい部分を伝える

（学校の当たり前は世界の当たり前ではない）

・学齢は個別に判断する

・外部支援者の支援がとれるように
　　　　→人材発掘（登録制度が理想的）と柔軟な予算措置

＜学習指導・支援＞

・初期指導→読み書き指導をはやくスタートすること

　　　　　　おしゃべりできるからといって、OKではない。

日本語ができる場合は学習言語習得状況の見極めが重要

・学習指導・支援→個別対応（人材確保）

　　　　　　　　　チームによる支援の重要性（支援チーム＋ケース会議）

　　　　　　　　　外部支援も積極的に開拓し、活用する（地域の若者、シニアも含む）

　　　　　　　　　先行学習の大切さ（現学級で何を学んでいるのか事前に知る学習）
＜メンタルケア等＞

　・居場所作りをする→日本語学級、校外支援教室、合宿、休暇中支援教室など

　　　　　　　　　　　「知らない」不安に対する対処

　・相談できる人間関係を作る→子ども、保護者、支援者などすべて

　・親に対する情報提供はこまめにする→わかるか確認！違うか確認！できるか確認！

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　あやふや・うやむやは危険。

　・進路の問題への対応→帰国後の進路指導とそれに対する準備教育
２．グループ討論

（A）

・発達障害か言語習得が遅いだけか見極めが難しい

・文化的背景や親の考え方の多様さによって進路指導などが難しいことがある

・「国語」からではなく、できる教科から学習を進めて子どもに自信を持たせることが大切。

（B）

・高校入試が関門。高校入学に対する措置や指導体制が必要。各方面の連携も必要。

　国語、社会は習得が難しいので、支援方法情報が重要だ。

・いつ、どこで、どのように、という指導のガイドラインと研修が必要だ。

・学校でどのように子どもの成長を促すか、体制づくりが必要。できる担当者にすべて頼ってしまう傾向がある。学校現場で子どもの状況が理解されていないことが問題。民間の支援者、管理職、担当教員の連携と研修を通じて、理解を深めることが重要だ。

（C）

・今回の研修は有意義であり、持ち場に広げることが重要だ。

・システム作りは不可欠。

　→（学校）管理職と担当者が支援計画策定に関わるべきだ。

・ホームページによる情報提供が重要。

　→学校教育室から情報を集約して発信してほしい。

　　保護者、学校に対する情報がほしい。

　　一般市民に対する啓発も重要。（「希望郷いわて」など）
　　国際結婚の配偶者に対する情報提供、支援もあるとよい。

（D）

・地域の関係機関と連携して効果的な支援ができる。

・親と子ども両者を支援することが重要だ。それによって支援・指導が効果的になる。

　窓口、まとめ役が必要。（コーディネーション？）

　行政のそれぞれの担当窓口を確認するだけでも有効だ。

・これまでは外国人が来ない、いないことが前提だったが、これからは「来ること」「いること」が前提の仕組みづくりが必要だ。

・人材育成も重要。いざというとき人材を各地に作っていくべきだ。

３．前向きな支援のために

◎今ある制度を使う→特別支援の一環として

◎今ある資源を使う→お金がなくても気持ちがあればできることはたくさんある

◎支援者支援も重要。
◎ここにいる人がはじめのいっぽになる！
・子育ては「学校だけ」では無理な時代。ある資源を結びつけて支援をしていくのがいい。

・現場の支援者は学校で孤立している。子どものはけ口になってしまう時もある。いろいろな人が協働してほしい。学校内の教師の理解がほしい。
・高校入試の壁は厚い。準備期間が少ない。入試に対する特別措置を講じてほしい。

・親の支援は県協会の外国人相談窓口でできることがあるので、周知してほしい。

・宗教、信条の衝突が将来出てくるのか危惧している。確認して対応。

・発達障害の支援と似ている部分が多い。困っているところに支援をする、という方向性が大切。

・八戸市とNPOの共同事業として支援を行っているが、その評価の場がない。
岩手県では事業評価を実施している。

・岩手県では多文化共生推進プランを策定し、事業展開をしている。意見を聞きたい。

・具体的な支援について相談先がわからなかったが、今回の研修のネットワークを活用したい。

・特別支援学級でキューバの子どもを支援している。8名１学級。一人の支援者ではできない。人材情報や、支援方法の情報がほしい。財政基盤も不可欠。

・子ども自身の文化をみんなに知らせる機会を作ることで自信がつくし、希望が持てるようになる。

・日本語支援者はボランティアがやるもの、という前提が行政にはあるのではないか。日本人なら日本語が教えられる、のではない。
・学校教員への研修会、学習会を開催して、学校教員の理解、認識を深めるべき。

・子どもには学んだことを明示するべき。その軸になるものが教科書であるので、学校教員ができること。積み上げたことで子どもの自身につながる。いやなこと、できなかったことではなく、良かったこと、できたことを見つけることが大切だ。

・学校ができること、できないことを保護者に伝え、確認することが重要。

・巡回指導者の存在も必要ではないか。
